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生活保護費を対象とした地方交付税の財源保障 
 

 

星 野 菜穂子  

 

 

 はじめに 
 

 本稿では、生活保護費を対象に、地方交付税の算定内容の検証を通じて、地方交付税の

財源保障機能の検討を行う。このことは交付税の財源保障を考察する上で、以下、２点の

意義があると考える。第１は、公共サービスの性格に関してである。地方分権推進の流れ

の中で、基礎的自治体には福祉等の対人社会サービスを地域のニーズに応じて提供してい

くことが求められている。高齢者福祉等をはじめ福祉サービスの特徴は、供給の多様性や

非画一性にあり、サービスの「標準的」な水準は地域によって異なる可能性もある。しか

し、生活保護は、福祉行政の一環であるものの、扶助という現金給付を中心とする一律の

サービスが中心であり、いわゆるナショナル・ミニマム的性格の濃い事業である。地方の

裁量性はきわめて乏しいと考えられる。このような性格の公共サービスに対して、交付税

を通じた財源保障はどのように機能し、どのような問題を抱えているのか、についての検

証が可能となる。すなわち、公共サービスの性格に対応しての財源保障機能の検討、とい

う視角である。第２に、近年、生活保護が地域差をともないながら大都市の問題として顕

在化していることがある。この点からは、大都市の財政需要として顕在化してきている公

共サービスに対して、交付税の財源保障がどのように機能しているか、という検討の視角

が設定できる。つまり、事業の性格、大都市といった２つの視角から、財源保障について

のアプローチが可能となる。また、近年、生活保護制度についての経済学的研究が進めら

れているが(１)、算定を通じた財源保障といった観点からの研究蓄積は乏しく、その間隙

を埋めることにもつながると考えられる。 

 本稿の具体的な構成は以下のとおりである。まず、交付税算定を検証する前提として、

１節において、生活保護制度の概要と現状を確認し、２節で、財源保障を検討する上で、

                                                                                 

(１) 阿部彩・国枝繁樹・鈴木亘・林正義（2008）など。 
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生活保護をめぐる国と地方の財政関係を整理し、地方の財政負担の現状を押さえる。次の

３節において、生活保護費を対象とした基準財政需要額の算定内容の検証を行い、４節で

は、保障の水準を示す基準財政需要額と実態である一般財源との対比を示し、ここで生じ

た乖離についての検討を行う。これらを通じて、前述の事業の性格、大都市という２つの

視角に照らして、交付税の財源保障についての考察を行う。 

 

 

 1. 生活保護制度の概要と現状 
 

１－１ 生活保護制度の概要 

 

 はじめに、生活保護制度の概要を簡単に述べておく。日本の生活保護制度は、1950年成

立の生活保護法にもとづく公的扶助制度である。国家責任による最低生活保障、無差別平

等、健康で文化的な最低生活保障、保護の補足性の「原理」と申請保護、基準及び程度、

必要即応、世帯単位の「原則」を基本に、生活保護が実施されている。保護の種類は、生

活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の８

種類がある。８種類の保護は、医療扶助と介護扶助は現物給付であるが、そのほかは現金

給付である。また生活扶助の保護給付には、８つの加算（妊産婦加算、母子加算、障害者

加算、介護施設入所者加算、在宅患者加算、放射線障害者加算、児童養育加算、介護保険

料加算）がある。これまでは老齢加算もあったが2004年度から段階的に減額され、2006年

度に廃止、母子加算も段階的に廃止されることになっている。保護の要否認定は、最低生

活費と収入の対比で行われる。保護基準には、経常的最低生活費に対応する一般基準と臨

時に対応する特別基準がある。一般基準は、８種類の扶助についてそれぞれ設定されてお

り、消費者物価等の地域差を反映させるために６段階の格差をつけた級地制がとられてい

る。 

 保護の実施責任は、福祉事務所を管理する保護実施機関にある。町村部は都道府県、市

部は市である。都道府県および市は、福祉事務所を設置し、被保護世帯に対して担当の

ケースワーカーを設定する。実施機関の権限は、その管理に属する福祉事務所の長に委任

されるのが大半で、保護の実施は、福祉事務所を中心にケースワーカー等により行われる。 



 

－ 39 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

 

１－２ 生活保護の現状 

 

 近年は、生活保護率の急増がみられている。図表１によれば、生活保護率は、1980年代

中ごろをピークに低下傾向がみられ、95年度には7.0‰となるが、同年度を底にその後上

昇し、2006年度には11.8‰を記録している。被保護人員、被保護世帯数も同様に、80年代

後半から90年代半ばにかけては低下し、その後急増を示している。現在は、被保護人員は

80年代中ごろを上回る150万人超えに達しており、被保護世帯数も107万世帯とかつてない

水準にある。 

 このような近年の生活保護率上昇を反映して、生活保護費総額も、2005年度では２兆

6,289億円と2001年度以降、２兆円を上回る増加基調が続いている（図表２）。生活保護

費を扶助別にみると（2005年度）、生活扶助費が全体の32.3％、医療扶助費が51.2％と、

生活扶助、医療扶助で全体の８割以上を占めている。生活保護費の変動にも両二者の影響

の大きいことが分かる。また、被保護世帯を類型別にみると（2006年度）、高齢者世帯

44.1％、母子世帯8.6％、傷病・障害者世帯37.0％、その他の世帯10.2％と、高齢者世帯

および傷病・障害者世帯が被保護世帯全体の８割を超えている。高齢者世帯の割合は、高

齢化の進展とともに４割を超えてきており、近年の生活保護率上昇の背景に高齢化という 

 

    図表１ 生活保護率・被保護世帯数・被保護人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （出所）国立社会保障人口問題研究所、原出所は厚生労働省『社会福祉行政業務報    

       告（福祉行政報告例）』（以下では、『福祉行政報告例』）より作成 



 

－ 40 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

 

構造要因のあることがうかがわれる。また単身世帯の割合をみると、2006年度には全体の

74.1％を占めており、その割合は増大傾向にある。特に高齢者世帯では、単身世帯割合が

88.7％にのぼり、95年度以降の被保護世帯増大への寄与が高くなっている（図表３）。 

 加えて、近年の生活保護率上昇が、地域差をともないながら進行していることも注目さ

れる。被保護世帯数の30.4％は政令指定都市、14.1％が中核市、10.5％が東京23区、

38.1％がその他市に属しており、生活保護は、明らかに大都市問題の様相を呈してい 

 

  図表２ 生活保護費総額と扶助別増減額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出所）国立社会保障人口問題研究所、原出所は『社会保障統計年報』より作成 

 

図表３ 被生活保護世帯の類型別・単身世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所）国立社会保障人口問題研究所より作成、原出所は生活保護の動向編集委員会『生活保護の

動向』より作成 
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る(２)。また都市間の差も著しい（図表４）。2006年度の全国の生活保護率は11.8‰であ

るが、政令指定都市のうち全国の水準を下回るのは静岡市（7.5‰）、さいたま市

（8.8‰）、仙台市（10.7‰）の３市にとどまる。最も生活保護率の高い大阪市は41.8‰

の水準にあり、95年度当時（18.0‰）と比べると保護率の水準は２倍以上に達している。 

 このように、近年の生活保護率は、１）生活扶助および医療扶助を中心としている、

２）被保護者世帯のうち高齢者世帯および傷病・障害者世帯の割合が大きく、90年代後半

の被保護世帯増大は、高齢者世帯の単身世帯の増加が寄与している、３）被保護世帯は大

都市に集中しており、都市間の格差が大きい(３)、といった特徴をともないながら上昇し

てきているという実態がある。 

 生活保護の政策動向についても若干言及しておく。平成20年度の生活保護費予算（当

初）は２兆53億円で、一般歳出予算の4.2％、社会保障関係予算費の9.3％を占める。平成

12年度のそれぞれ2.6％、7.3％と比べ、いずれも上昇している。しかし、厳しい財政状況 

 

      図表４ 都市別の生活保護率（政令指定都市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （出所）生活保護の動向編集委員会『生活保護の動向』より作成 

                                                                                 

(２) 被保護人員でも、30.3％が政令指定都市、14.4％が中核市、9.7％が東京23区、38.5％がそ

の他都市となっている（厚生労働省社会・援護局（2008））。 

(３) 生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会（2005年）における地方団体側の分析で

は、保護率の地域格差は、個人所得、女性離別率、高齢者単身借家世帯比率、対低所得者被保

護世帯率の４指標、すなわち経済・雇用情勢および社会的要因で格差の９割程度が説明可能と

している（木村（2008））。 
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から、社会保障関係費には抑制圧力がかかっている。生活保護費に関しては、既述のとお

り、老齢加算が廃止され、母子加算も見直しが行われている。また、2004年12月の社会保

障審議会福祉部会「生活保護制度のあり方に関する専門部会委員会報告」を受けて、2005

年度より自立支援プログラムが実施されることになった。生活保護は、保護費削減圧力の

下、「自助」を基本に、「福祉から雇用へ」という方向性が重視される流れとなっている。 

 

 

 2. 生活保護をめぐる国と地方の財政関係と地方の負担 
 

２－１ 生活保護をめぐる国と地方の財政関係の整理 

 

 前節では生活保護の実態と政策動向を確認してきたが、本稿のように財源保障の検討を

主題とする上では、生活保護をめぐる国と地方の関係を、財政面を中心に整理しておく必

要がある。既存研究にもとづけば、以下のように整理される。 

 まず、事務区分に関しては、地方自治法上、生活保護の実施に係る事務は法定受託事務

とされている。経費負担に関しては、地方財政法上、地方公共団体が行う事務は地方公共

団体が財政負担を負うことが原則であるが、地方公共団体が財政負担を負う事務（９条）、

国が全額負担を行う事務（12条）の例外として、国が地方自治体の費用の全部又は一部を

負担する事務（10条～10条の４）がある。生活保護は同条に限定列挙されている事務であ

る。財源保障の観点からは、法定受託事務については、地方自治法232条２項に「国は、

そのために要する経費の財源につき必要な措置を講じなければならない」とあり、国が財

源保障義務を負う旨が明記されている(４)。必要な措置とは、「地方税収入等の一般財源

の拡充、国庫支出金等が考えられ」、地方交付税の「基準財政需要額に算入することもも

とより「必要な措置」に入る」と解釈されている(５)。また国庫負担金に係る事務につい

て地方自治体が負担することになるものについては「地方交付税の額の算定に用いる財政

需要額に算入する」（地方財政法11条の２）とも明記されている。すなわち、生活保護の

実施に係る事務は、国が本来は果たすべき役割に係る法定受託事務であるが、経費負担に

ついては国と地方での経費分担が行われ、地方負担分に関しては、交付税の基準財政需要

額に算入されることで財源保障が果たされている、と解釈されるものとなっている。 

                                                                                 

(４) 山内（2005） 

(５) 山内（2005）、原出所は松本（2004）。 
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 生活保護に関しての国と地方の負担割合は、1950～84年度までは国10分の８、地方10分

の２、85～88年度には国10分の７、地方10分の３(６)、89年度以降は国10分の7.5、地方10

分の2.5、で推移してきた。この負担に関しては、国と地方の実施責任と財政負担の責任

は必ずしも整合的でなく、政治経済情勢の変化で大きく揺れ動いているとの指摘もある(７)。

事実、三位一体改革において、生活保護基準の権限移譲と国庫負担削減が国と地方の間で

大きな争点となった(８)。また80年代後半に、国庫負担率引き下げが行われたことに関し

ては、すでに多くの評価が示されているが、このうち武田（1995）では、社会福祉事業関

係の国庫負担金削減、すなわち国庫補助負担金の地方交付税化、を検討する際の制度的問

題点として、①交付税総額についての問題、②基準財政需要額算定の問題、③国庫補助負

担金の「超過負担」の問題、を挙げ、当時の負担率削減分が基準財政需要額に算入された

というものの、交付税に応分の加算がされているわけではないとの指摘を行っている。し

かし、80年代後半の好景気のなかで、地方自治体の一般財源が増大し、いわば地方自治体

税収の「バブル経済」時代であったために国庫支出金（負担金）削減がそれほど政治問題

化しなかったともしている。 

 

２－２ 生活保護の地方負担 

 

 では、生活保護の地方負担は、これまでどのように推移しているのだろうか。図表５は、

市町村民生費の目的別推移をみたものである。2000年度に介護保険制度が導入された老人

福祉費を除き、いずれの経費も増大傾向にあるが、生活保護費も、保護率上昇に対応して

90年代後半以降増大傾向が顕著である。生活保護費の財源は、民生費全体に比べ、国庫補

助負担金割合が高く、一般財源割合が低い構造にあるが(９)、生活保護費全体の増大にと

もない、充当一般財源も増える傾向にある。市町村規模別でみた生活保護費充当一般財源

の一般財源等に占める割合は（図表６）、市町村合併等の影響はあるもののいずれも上昇

基調にあり、なかでも大都市（＝政令指定都市）は、負担の割合が最も高く着実な上昇が

みられている。さらに大都市（＝政令指定都市）全体では４％程度であるものの、図表７

                                                                                 

(６) 85年度は１年間の暫定措置、86～88年度は３年間の暫定措置。 

(７) 島崎（2006） 

(８) 生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会等で議論がなされている。 

(９) 2006年度市町村純計の民生費全体に占める国庫支出金割合は25.5％、一般財源等は58.9％で

あるのに対して、生活保護費はそれぞれ70.5％、27.0％である（地方財務協会『地方財政統計

年報』平成20年度版）。 
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のとおり、団体によっては負担割合がそれを上回っており、その団体差は生活保護率と相

関がみられている（図表８）。 

 すなわち、生活保護の地方負担は、保護率上昇とともに増大し、特に、被保護世帯が大

都市に集中する中で、大都市の負担の上昇が顕著である。また、大都市間においても、保

護率の差異に応じて、一般財源を通じた負担の格差が生じている。 

 こうした地方負担の現状を踏まえ、国庫補助負担金の地方交付税化の評価を振り返れば、

武田（1995）において指摘された、①交付税総額、②基準財政需要額算定、③超過負担、

の制度的問題点はいずれも今日に共通する。中でも基準財政需要額の算定がどのように行

われているのかは、生活保護の地方負担分が格差をともないながら増大している現状にお

いては、地方に対しての財源保障を考える上で、一層、問われる課題になっていると考え

られる。次節以降、この算定内容の検証を行う。 

 

     図表５ 市町村民生費の目的別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （出所）総務省『地方財政白書』各年度版より作成 
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      図表６ 市町村規模別生活保護費充当一般財源/一般財源等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （注）大都市は特別区を含まない。 

      （出所）(財)地方財務協会『地方財政統計年報』各年度版より作成 
 

 

      図表７ 都市別にみた生活保護費充当一般財源/一般財源等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （出所）総務省『地方財政状況調査』各年度版より作成 
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     図表８ 生活保護率と生活保護費充当一般財源/一般財源等 

                      （政令指定都市、2006年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （出所）総務省『地方財政状況調査』厚生労働省『福祉行政報告例』より作成 

 

 

 3. 生活保護費を対象とした地方交付税の算定 
 

 本節では、生活保護費を対象とした交付税算定の検証を行う。『地方交付税制度解説』

を基礎に、生活保護率が上昇をみせはじめた1996年度以降の算定内容を検証するとともに

（３－１、３－２）、政令指定都市の中でも生活保護率、一般財源での負担率の最も高い

大阪市を事例として、2000年度以降の算定内容の検証を行う（３－３）。 

 

３－１ 単位費用 

 

 まず、基準財政需要額算定の柱となる単位費用の算定をみる。単位費用算定の基礎によ

れば（図表９ａ）、生活保護の単位費用算定は、扶助費を中心とした生活保護費と社会福

祉事務所費に分かれる。所用一般財源に占める割合は、生活保護費が７割以上と中心的な

内容となっており、残る約３割程度が社会福祉事務所費である。 

 1996年度以降の生活保護費の単位費用の推移をみれば、2007年度を除き継続的に増加し

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

(％、生活保護費充当一般財源/一般財源等）

(‰、生活保護率）

454035302520151050



 

－ 47 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

ている。生活保護費の中心である扶助費が増加していることによる。2005年度には自立支

援プログラムの導入にともない同経費も計上されている。扶助費は、標準団体の行政規模

（市部人口10万人）における種類別の扶助者数および種類別の扶助費から算定される（図

表９ｂ）。総務省によれば、扶助者数は、毎年度、厚生労働省の予算の年度の伸び率を掛

け合わせることで策定される。また種類別の扶助費については、予算単価にもとづくもの

となっている。いずれも、厚生労働省の提供資料により策定されており、厚生労働省の予

算にもとづく数値が基礎となる。この意味では、交付税の算定を通じた保障が十分かどう

かは、国の予算と分かちがたく結びついた問題である。 

 一方、扶助費を中心とした生活保護費の増大傾向とは対照的に、社会福祉事務所費は、

給与費を中心に、2004年度以降の減少傾向が顕著である。この点について、沼尾（2008）

は、「人件費を含めた、社会福祉事務所に要する経費が減少していることは、ケースワー

ク等の人材確保が重要となる生活保護において問題」との指摘を行っている。総務省によ

れば、この給与費は自治体の実態を反映したものとされる。地方分権一括法にもとづく社

会福祉法の改正により、ケースワーカーの配置が法定数ではなく標準数へ改められたこと

や、折からの行政改革による人件費削減の方向性が影響を及ぼしたものと推察される。こ

のことは財源保障という観点からみれば、算定において、「標準」というよりは実態が反

映されて、いわば財源保障における「標準」の切り下げが進んでいるとみることもできる。

給与費が太宗を占める単位費用の算定において、自治体レベルでの行政改革にともなう人

件費削減は、自らの保障の水準自体を切り下げる方向に働くということでもある。それが

仮に、実態面において、自治体の「標準的」なサービス提供を下回る水準であったとして

も、その水準が、財源保障の「標準」として跡付けられるということにもなりうる。 
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（出所）（財）地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』各年度版より作成 

図表９ａ 単位費用算定基礎の推移（1996～2008年度、市町村） 
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図表９ｂ 標準団体の行政規模と行政経費積算内容（扶助費（保護費））（1996～2008年度、市町村） 

（出所）（財）地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』各年度版より作成 
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３－２ 補正係数 

 

 基準財政需要額を決める要素としては、単位費用のほかに補正係数がある。生活保護費

に都市間の差が顕著となる中では、補正係数の役割が重要になっているとみることもでき

る。 

 市町村規模別の補正係数をみると（2007年度、『地方交付税関係計数資料』）、大都市

1.396、中核市1.079、特例市0.777、都市0.724(10)と大都市で最も高い。また、政令指定

都市別には（2007年度、各政令指定都市『地方交付税算定台帳』）、最も高い大阪市で

2.943、最も低いのはさいたま市の0.813で、都市ごとに差が生じている(11)。生活保護率

が高い団体は補正係数も高い傾向がみられており、保護率の高い団体にとっては補正係数

の位置づけは重要である。 

 生活保護費に適用される補正係数は、段階補正×普通態容補正×{（寒冷補正Ⅰ＋寒冷

補正Ⅱ）－１}＋（密度補正－１）、である。密度補正は、社会福祉主事費に係る補正と

生活保護費（扶助費）に係る補正に分かれ、加算される。各団体の生活保護費の標準的な

財政需要には、人口規模、行政権能・質量、寒冷地の場合は寒冷であることによる団体差、

および生活扶助者数の多寡にともなう社会福祉主事費の団体差、また被生活保護者数の多

寡にともなう生活保護費（扶助費）の団体差、が補正係数を通じて反映されることになる。 

 このうち密度補正を通じて、社会福祉主事費と生活保護費（扶助費）が、前者は生活扶

助者数、後者は被生活保護者数の多寡にともない、割り増し、割り落としされる。密度補

正の算定式については、さらに2007（平成19）年度の例からみることにしたい。 

 同年度の密度補正の算定式によれば（図表10）、まず、式の前項は、社会福祉主事費に

関しての補正である。これは、標準団体における生活扶助者１人当たり社会福祉主事費に

対して、当該団体の測定単位、すなわち人口に対する生活扶助者数が、標準団体において

想定されている生活扶助者数（人口10万人当たりの扶助者数）よりも上回る程度に応じて、

標準団体で想定されている１人当たり社会福祉主事費が上乗せされることを示している。 

                                                                                 

(10) 補正後測定単位／補正前測定単位として求めた（総務省『地方交付税関係計数資料』）。 

(11) その他の政令指定都市の補正係数は以下のとおり。札幌市2.096、仙台市0.888、千葉市1.047､

横浜市1.191、川崎市1.362、名古屋市1.025、京都市1.872、堺市2.088、神戸市1.926、広島市

1.130、北九州市1.030、福岡市1.439（各政令指定都市『地方交付税算定台帳』より注10方法

により算出）。 
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 標準団体における生活扶助者数は増加しているものの（図表９ｂ）、図表11のように、

それに比例して標準団体における主事費が増えていないため、１人当たりの主事費は減少

傾向にある。2005年度に主事費が急激に上昇しているのは、想定される職員数が１人増え

ているためである。同年度の自立支援プログラム導入にともなう措置と推測される。 

 式の後項は、生活保護費（扶助費）に関しての補正である。基本的な考え方は、社会福

祉主事費と同じく、標準団体における被生活保護者数に比して、当該団体当たりの人口に

対する被生活保護者数が上回る程度に応じて、標準団体で想定されている１人当たり生活

保護費が増加していくことになっている。但し、被生活保護者１人当たりの生活保護費に

ついては、「生活保護扶助費の基準単価は市によって差があるので単価差によって補正す

る必要がある。｣(12)ことから、種地によって補正の行われた単価差率が用いられることに

なる。種地による単価差率は、厚生労働省の資料を基に、総務省で級地ごとの扶助単価を

算出し、種地に置き換える作業によって算出される(13)。また当該団体における被生活保

護者数は、前年度の実数値や算入単価との精算も行われるなど（密度補正算定式のＣ）、

算出方法はきわめて複雑なものとなっている。 

 1998年度以降（図表12）、標準団体における被生活保護者数が増大傾向を辿る中で、被

生活保護者１人当たり算入単価は2005年度以降、低下基調にある。さらに種地別の単価差

率の推移をみると（図表13）、基準地となるⅠ－４種地からの乖離は、同種地より上位の

地域においては、概ね2005年度にそれまでの増大から縮小に転じ、その後ほぼ横ばいで推

移している。政令指定都市のような種地の高い地域においても、種地別の単価差率におい

て基準値に比べ相対的な引き下げ方向にあったことが読み取れる。 

 このように、補正係数は、生活扶助者数や被生活保護者数については標準団体との差が

調整されるものの、単価については標準団体一律である。生活保護費（扶助費）について

は種地別の単価差が考慮されるものの、実態と国の定める単価に乖離が生じる場合は、実

態としての必要額が賄えない可能性も指摘できるものとなっている。 

 

                                                                                 

(12) (財)地方財務協会『地方交付税制度解説（基準財政収入額・補正係数編）』 

(13) 総務省交付税課ヒアリング。 



 

－ 52 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

 

図表10 密度補正の算定式（平成19年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）原資料では、扶助費単価差率の算定方法をはじめ、その他、より詳しい算出基礎が掲載され

ている。 

（出所）(財)地方財務協会『地方交付税制度解説（基準財政収入額・補正係数編）』より作成 

算  式

（密度補正係数－1）＝ ×
Ａ

100,000

α

＝
Ｂ×100

Ａ

号符の式算

　Ａ：測定単位の数値

　Ｂ：当該団体の生活扶助者数

　Ｃ：次の算式によって求めた被生活保護者数

　　　算式：ａ＋{ｂ－（ｃ×0.992）}×1.058

1.058＝

　　　　　α：扶助費の種地ごとの単価差

6,580円：単位費用

78,200,000円：標準団体における主事費（単価×主事数）

1,042人：標準団体における１月当たりの生活扶助者数

144,900円：被生活保護者１人当たり算入単価

3,145人：標準団体における被生活保護者数

－1.042 ×0.114＋
Ｃ×100

Ａ

78,200,000円

1,042人

Ａ
100,000人

×   Ｂ－1,042人×

＋ 144,900円×  Ｃ－3,145人×

１
6,580円×Ａ

－3.145   ×0.220 α

153,300

144,900

ａ：被生活保護者数

当該市の区域内で平成18年４月１日から平成19年３月31日までの間に生活保護

法に基づく扶助を受けた扶助区分ごとの被生活保護者数の月ごとの実人員の合

計数に「扶助区分別被生活保護者数に乗ずる率」を乗じて得た数の合計数

ｂ：被生活保護者の実数

当該市の区域内で平成18年４月１日から平成19年３月31日までの間に生活保護

法に基づく扶助を受けた扶助区分ごとの被生活保護者数の月ごとの実人員の合

計数に「前年度の扶助別単価差率」を乗じて得た数の合計数

ｃ：前年度における被生活保護者数

当該市の区域内で平成17年４月１日から平成18年３月31日までの間に生活保護

法に基づく扶助を受けた扶助区分ごとの被生活保護者数の月ごとの実人員の合

計数に「前年度用いた扶助区分別被生活保護者数に乗ずる率」を乗じて得た数

の合計数

0.992：平成18年度補正予算分を勘案した率

1.058：前年度に用いた被生活保護者１人に当たり算入単価を今年度の被生活保

護者１人当たり算入単価で除して得た数
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    図表11 標準団体における社会福祉主事費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所）(財)地方財務協会『地方交付税制度解説（基準財政収入額・補正係数

編）』各年度版より作成 
 

 

図表12 標準団体における被生活保護者数と１人当たり生活保護費 

算入単価の推移                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）(財)地方財務協会『地方交付税制度解説（基準財政収入額・補正係数

編）』各年度版より作成 
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図表13 種地別単価差率の推移（基準地Ⅰ－４種地との差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）(財)地方財務協会『地方交付税制度解説（基準財政収入額・補正係数編)』各年度版より作成 

 

３－３ 大阪市の補正係数の算定 

 

 以上の算定基礎を踏まえ、大阪市を事例に、生活保護費に係る算定を検証した。図表14

は、2000年度以降の大阪市の生活保護費基準財政需要額の推移を示したものである。基準

財政需要額は単位費用×測定単位にもとづく部分と、補正係数による増額分に分けている。 

 

    図表14 基準財政需要額の推移（補正係数の増額分とそれ以外)：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）補正による増分は、基準財政需要額より（単位費用×測定単位）による算

出額を控除したもの｡ 

（出所）大阪市「普通交付税、地方特例交付金及び臨時財政対策債発行可能額

算出資料」（以下「普通交付税算出資料」）より作成 
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補正係数による増額分は全体の約６割程度を占めている。大阪市にとって、算定における

補正係数の重要性が改めて認識される。 

 大阪市の補正係数は、寒冷補正の適用がないため、段階補正×普通態容補正と密度補正

の和で構成される。2007年度でみると、最終補正係数のうち、シェアにして段階補正×普

通態容が36.9％、密度補正が63.1％、密度補正のうち社会福祉主事費が11.0％、生活保護

費が52.1％である。構成要素のうちでは生活保護費の位置づけが最も高い。 

 2000年度以降の補正係数の動きを示したのが、図表15である。2000年度以降の補正係数

（最終補正係数）は、2004年度まで上昇した後、2005、2006年度と２年連続低下、2007年

度には、再度、前年度比上昇している。基準財政需要額は、単位費用および測定単位の動

きも絡んで総額が決まるため、補正係数の動きがそのまま反映されるとは限らない。しか

し、大阪市のように他団体に比べ生活保護費の高い団体にあっては重要な算定要素である

ことに変わりない。 

 補正係数の中身に注目すると、「段階補正×普通態容」は年々の変動幅は小さいが、

「密度補正」は、それに比べ変動も大きく、最終補正係数の変化への寄与も大きい。密度

補正については、さらに詳細にみていくことにしたい。 

 まず、「社会福祉主事費」である。先述の『地方交付税制度解説』でもみたように、生

活扶助者数の多寡により団体別の財政需要差が生じるという考え方で補正係数が算出され 

 

図表15 補正係数の内訳の推移：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）大阪市「普通交付税算出資料」より作成 

単位費用 測定単位 補正係数

最終補正
係数

段階補正
×普通態
容

段階補正 普通態容 密度補正
社会福祉
主事費

生活保護
費

2000 平12 5,100 2,602,421 2.589 1.073 0.960 1.118 1.516 0.339 1.177
2001 平13 5,220 2,598,589 2.614 1.074 0.960 1.119 1.540 0.326 1.214
2002 平14 5,410 2,598,774 2.760 1.083 0.960 1.128 1.677 0.335 1.342
2003 平15 5,750 2,598,774 2.821 1.088 0.961 1.132 1.733 0.332 1.401
2004 平16 6,200 2,598,774 3.075 1.096 0.961 1.140 1.979 0.349 1.630
2005 平17 6,610 2,598,774 3.060 1.080 0.961 1.124 1.980 0.341 1.639
2006 平18 6,790 2,628,776 2.905 1.084 0.961 1.128 1.821 0.304 1.517
2007 平19 6,580 2,628,811 2.943 1.085 0.961 1.129 1.858 0.325 1.533

前年度差
2001 平13 120 -3,832 0.025 0.001 0.000 0.001 0.024 -0.013 0.037
2002 平14 190 185 0.146 0.009 0.000 0.009 0.137 0.009 0.128
2003 平15 340 0 0.061 0.005 0.001 0.004 0.056 -0.003 0.059
2004 平16 450 0 0.254 0.008 0.000 0.008 0.246 0.017 0.229
2005 平17 410 0 -0.015 -0.016 0.000 -0.016 0.001 -0.008 0.009
2006 平18 180 30,002 -0.155 0.004 0.000 0.004 -0.159 -0.037 -0.122
2007 平19 -210 35 0.038 0.001 0.000 0.001 0.037 0.021 0.016

（円） （人）
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る。図表16ａは、実際の大阪市の社会福祉主事費の密度補正の算定要素を示したものであ

る。同表によれば、まず、前年度の生活扶助者数実績(１)に全国一律伸び率(２)が乗じら

れて、次年度の生活扶助者数（月間）(３)が求められる。次に、この生活扶助者数の大阪

市人口に対する密度（(５)＝(３)/(４)）が標準団体のそれ(６)を上回る程度(７)に、単

位費用当たりの生活扶助者１人当たり社会福祉主事費(８)が乗じられて補正係数が算出さ

れる。 

 2001年度以降、単位費用当たりの生活扶助者１人当たり社会福祉主事費(８)が低下しつ

づける中で、大阪市の密度(５)と標準団体における密度(６)との差が拡大していることか

ら、社会福祉主事費の補正係数はほぼ横ばいであったが、2006年度は、前年度比伸び率

(２)が低下したこと、さらに国勢調査替えの影響で人口が増加したことから大阪市の密度

(５)が低下し、補正係数(９)が若干落ちている。これらの関係を図示したものが図表16ｂ

である。結果的に、生活扶助者数の標準団体との密度差が、単価の低下を補うかたちで、

補正係数が維持されてきたことが分かる。 

 

図表16ａ 密度補正（社会福祉主事費）の算定内容：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）シャドウは全国一律のもの。 

（出所）大阪市「普通交付税算出資料」より作成 
 

 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19

生活扶助者数 590,717 666,617 750,475 852,144 965,446 1,055,081 1,131,498 1,189,302 （1）
乗率 前年度伸び率 0.0937 0.0897 0.0915 0.0854 0.0935 0.0933 0.0848 0.0860 （2）
月間生活扶助者数 55,350 59,796 68,668 72,773 90,269 98,439 95,951 102,280 （3） ＝ （1）×（2）

7,826,2477,895,2477,895,2477,895,2477,895,2985,895,2124,206,2口人 76 2,628,811 （4）
）4（/）3（＝）5（198.3056.3887.3474.3008.2246.2103.2721.2度密

0.664 0.711 0.781 0.797 0.890 0.992 1.010 1.042 （6）

1.463 1.590 1.861 2.003 2.584 2.796 2.640 2.849 （7） ＝ （5）－（6）

0.232 0.205 0.180 0.166 0.135 0.122 0.115 0.114 （8）

社会福祉主事費の補正係数 0.339 0.326 0.335 0.332 0.349 0.341 0.304 0.325 （9） ＝ （7）×（8）

標準団体における１月あたり
生活扶助者数

単位費用当たり標準団体にお
ける生活扶助者１人当たり社
会福祉主事費

標準団体との密度差
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    図表16ｂ 密度補正（社会福祉主事費）の算定内容：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （出所）大阪市「普通交付税算出資料」より作成 

 

 次に、「生活保護費（扶助費）」の算定を検証する（図表17ａ）。基本的な考え方は、

『地方交付税制度解説』にもとづいて示したとおり、被生活保護者数の人口に対する密度

（(14)、実際には標準団体との差(16)＝(14)－(15)）と、扶助費の種地ごとの単価差(17)

から求められる。扶助費種地ごとの単価差は、前節でもみたとおり、低下基調にある。被

生活保護者数の人口に対する密度差は、標準団体との差として求められるが、大阪市の場

合、2005年度まで上昇、特に2004、2005年度の上昇幅が大きく、その後はほぼ横ばいの推

移となるが高水準である。被生活保護者数の求め方は、2004年度以降、前年度の精算も加

味される複雑なものになっている(14)。すなわち、今年度の被生活保護者数は、前年度の

実績に、想定される伸び率と生活扶助単価を１とした各扶助の単価差率を考慮して換算さ

れた被保護者数として求められる。さらに、前年度実績が、前年度の補正予算分も加味さ

れたかたちで算出され(８)、当初の想定した伸び率との差が調整（(９)＝(５)－(８)）、

それが前年度との算入単価差を考慮した（(10)）精算人数として算出されて(11)、被生活

保護者数が求められる（(12)＝(３)＋(11)）。 

 このように標準団体との密度差は、算定における扶助費伸び率と扶助に係る単価差

                                                                                 

(14) 精算制度自体は2004年度に初めて導入されたものではなく、それまで特別交付税で算定され

ていたものが普通交付税で算定されることになったものである（総務省交付税課）。 
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（(３)）や精算制度導入によっても影響がみられており（(11)）、2004年度、2005年度の

密度差の上昇に寄与している。大阪市の生活保護費の密度補正は、2001年度以降、単価が

低下傾向を示す中、標準団体との密度差が拡大していくことで補正係数が上昇している。

これらは図表17ｂに図示しているとおりである。 

 以上のように、大阪市の生活保護費の基準財政需要額を算定する上で、補正係数は重要

な役割を果たしていると考えられるが、検証の結果、政令市で最も高い補正係数は、主に

生活保護（扶助費）における被生活保護者数が標準団体に比べ多いことにもとづいている。

標準団体との密度差は、上述のような国の決めた扶助別単価差率や精算制度など算定のあ

り方も反映しているが、大阪市の被生活保護者数の実態にもとづくものとなっている。し

かしながら、単価は、前年度との１人当たり算入単価の調整は行われるとしても、扶助費

の種地ごとの単価差は国が定めたものであり、その単価差が大阪市の実態からみて調整さ

れることはない。単価そのものが近年低下傾向にあることは、『地方交付税制度解説』に

おいても大阪市の算定内容からも示されたところだが、それが大阪市の実態に照らして適

切なものかどうかは、算定において議論の余地の生じるものといえよう。 
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図表17ａ 密度補正（生活保護費（扶助費））の算定内容：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）シャドウは全国一律のもの。 

（注２）2007年度の前年度の被生活保護者数(６)と前年度の被生活保護者数(３)が異なるのは「そ

の他扶助」が含まれなくなったことによる。 

（出所）大阪市「普通交付税算出資料」より作成 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19

,981,1894,131,1180,550,1644,569441,258574,057716,666717,095助扶活生 302
,551,1844,690,1246,020,1886,829492,887743,786228,306800,135助扶宅住 404

115,801686,201463,39401,08668,67832,76831,95625,15助扶育教
643,59555,89443,89525,79836,901507,711993,411210,701）院入（助扶療医

5,309194,978916,128585,337619,246199,765627,315098,734）外院入（ 99
575,051307,241368,811952,49892,47513,25043,93029,22助扶護介
627,21387,01115,3183,3513,3811,3257,2538,2助扶他のそ

61,264,3424,112,3889,209,2174,745,2981,642,2497,999,1809,347,1計 4 3,615,463
0680.08480.03390.05390.04580.05190.07980.07390.0助扶活生
3040.04730.06040.02730.05230.00820.03720.04820.0助扶宅住
1210.05110.06210.08110.02110.02210.07110.03210.0助扶育教
7546.02466.05836.06995.07505.01805.09984.02915.0）院入（助扶療医
7520.07820.06920.07820.07420.00230.02430.03730.0）外院入（
8520.07720.05720.01620.00520.01430.08210.01210.0助扶護介
6404.00647.03105.05342.09512.03922.00702.01361.0助扶他のそ
082,201159,59934,89962,09377,27866,86697,95053,55助扶活生
365,64700,14834,14745,43026,52642,91484,61180,51助扶宅住
313,1181,1671,1549168028296436助扶育教
565,16064,56397,26674,85444,55608,95440,65165,55）院入（助扶療医
222,32142,52023,42450,12088,51671,81965,71333,61）外院入（
588,3359,3962,3064,2758,1487,1405772助扶護介
941,5440,8067,1328617517075264助扶他のそ
779,342738,042591,332575,802151,371512,961956,151896,341計

生活扶助 0.0833 0.0833 0.0833 0.0833
住宅扶助 0.0319 0.0329 0.0356 0.0364
教育扶助 0.0106 0.0105 0.0111 0.0113
医療扶助（入院） 0.5224 0.5792 0.6356 0.6399
　　　　（入院外） 0.0242 0.0251 0.0252 0.0265
介護扶助 0.0212 0.0213 0.0211 0.0231
その他扶助 0.2112 0.2056 0.4986
生活扶助 80,422 87,888 94,254 99,069
住宅扶助 29,625 33,579 39,034 42,057
教育扶助 849 980 1,140 1,226
医療扶助（入院） 50,947 56,961 62,642 61,012
　　　　（入院外） 17,753 20,623 22,163 23,945
介護扶助 1,998 2,532 3,011 3,478
その他扶助 714 722 5,376
計 182,308 203,285 227,620 230,787

）3（ の 度 年 前 ＝）6（397,232591,332475,802151,371数者護保活生被の度年前
）7（299.0000.1059.0940.1率たし案勘を分算予正補度年前

181,635 198,145 233,195 230,931 （8） ＝ （6）×（7）

精算人数 673 5,140 -5,575 -144 （9） ＝ （5）－（8）

0.997 1.041 0.997 1.058 （10）

算入単価差を考慮した精算人数 716 5,351 -5,558 -152 （11） ＝ （9）×（10）
528,342972,532645,832092,902151,371512,961956,151896,341数者護保活生被 （12） ＝ （3）＋（11）

7,826,2477,895,2477,895,2477,895,2477,895,2985,895,2124,206,2口人 76 2,628,811 （13）
）31（/）21（＝）41（572.9059.8971.9350.8366.6115.6638.5225.5度密

標準団体における人口当たり被生活保護者数 1.986 2.077 2.209 2.258 2.584 2.947 3.070 3.145 （15）
）51（－）41（＝）61（031.6088.5232.6964.5504.4203.4957.3635.3差度密のと体団準標

扶助費の種地ごとの単価差 0.333 0.323 0.312 0.318 0.298 0.263 0.258 0.250 （17）

71（×）61（＝）81（335.1715.1936.1036.1104.1243.1412.1771.1数係正補の費護保活生 ）

（1）

年
間
延
人
数

＝ （1）×（2）

乗
率

（2）

（3）

前年度被生活保
護者数（年間延
人数）

（当該年度分の前年
度分に対する被生活
保護者の推定伸率）
×(生活扶助に係る1
人当単価を1とした
ときのそれぞれの扶
助に係る単価割合）

(1)×（4）

前年度補正予算分を勘案した被生活保護者数

前年度被保護者1人当算入単価/今年度被生活
保護者１人当算入単価

乗
率

（4）

(5)

前年度の扶助別
単価差率

＝

―



 

－ 60 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

 

    図表17ｂ 密度補正（生活保護費（扶助費））の算定内容：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （出所）大阪市「普通交付税算出資料」より作成 

 

 

 4. 基準財政需要額と一般財源との乖離 
 

４－1 乖離の実態 

 

 以上のとおり、生活保護費の基準財政需要額については、きわめて精緻で複雑な算定が

行われている。にもかかわらず、近年、一般財源との乖離が問題視されている。全国市長

会では(15)、地方交付税制度が、標準的な行政サービスと地方自治体に実施が義務付けら

れた事務等に必要な財源を保障するものとして重要な機能を果たしているにもかかわらず、

「実際に、事務事業を地方自治体が実施した場合、基準財政需要額の算定が実態に即して

いないため、算入不足となっている事務や、全国で普遍的に取り組まれる事務でありなが

ら適切に財源措置がなされていない事務が数多く存在する。」としている。その例として、

生活保護費（扶助費）を挙げている。全国市長会が実施した調査によれば、有効回答の

676団体中、354団体で算入不足が生じており、その累計額は603億5,520万円に上る。一方、

                                                                                 

(15) 全国市長会都市財政基盤確立小委員会「地方交付税制度の充実を目指して ― 持続可能な地

方財政運営のために ― 」平成20年４月 
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322団体が算入過大団体で、算入過大額は93億3,712万円である。その結果、生活保護費

（扶助費）のマクロベースの算入不足額は510億円を超えるとしている。法定受託事務で

ある生活保護については、「本来、国がすべての責任を負うべきものであり、地方の独自

性や創意工夫を発揮する余地はなく、いずれも格差なく国による統一的な措置が求められ

るものであることから、国の責任において、確実に財源保障するべきである。」と主張さ

れる。 

 全国市長会の算入過不足額が、どのような方法により算定されているかは明確ではないが、

次のような方法でも、都市によっては基準財政需要額と一般財源との乖離が認められる｡ 

 第１に、市町村規模別にみた基準財政需要額と一般財源との乖離である（図表18）。

1996年度以降、大都市、中核市、特例市、都市でみると、特例市、都市では、一貫して基

準財政需要額が一般財源を上回り、中核市でもほぼ上回る状態といえるのに対し、大都市

では一貫して一般財源額が基準財政需要額を上回っている(16)。 

 第２に、都市別に基準財政需要額と一般財源との乖離をみた（図表19）。政令指定都市

および一部の中核市別の乖離率をみると、中核市よりも政令指定都市において、乖離率が

100％に満たない団体が多い、乖離率も都市によって異なり、大阪市の乖離率は約70％程

度と他団体に比べ大幅、といった特徴が見出される。 

 第３に、大阪市では、独自に、扶助費に限定した生活保護費充当一般財源と基準財政需

要額の乖離を示している（図表20）。この算定方法は、生活保護費充当一般財源を、補助

事業の扶助費充当一般財源に限定し、基準財政需要額についても扶助費に限定、精算額の

影響も除いた上で、一般財源と基準財政需要額を比較した点に特徴がある。この算定では、

政令指定都市のうち２市を除いて、扶助費についても算定が実態に充たないという結果に

なっている。図表21は、同様の算定方法にもとづき、大阪市の一般財源と基準財政需要額

の比較の経年変化をみたものである。いずれの年度においても、基準財政需要額は一般財

源の７割程度にしか達しておらず、精算額の影響を除いたとしても、扶助費充当一般財源

に基準財政需要額の算定が充たない結果となっている。 

 このような一般財源と基準財政需要額の乖離をどのように解釈するかは単純ではない。

算定が標準的な財政需要を反映していない可能性とともに、実態である一般財源そのもの

が標準的な財政需要を反映していないことも考えられるためである。例えば、生活保護充

当一般財源が基準財政需要額を下回ることについて、ケースワーカー数が不足する運営体 

                                                                                 

(16) 乖離率は、2004年度以降、縮小してきているが、脚注14の理由が考えられる。 



 

－ 62 － 

●
－自治総研通巻367号 2009年５月号－●

 

図表18 市町村規模別乖離額、乖離率の推移（千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）(財)地方財務協会『地方財政統計年報』、総務省『地方交付税関係計数資料』より作成 

 

図表19 都市別乖離率 

    （＝生活保護基準財政需要額/生活保護費経常経費充当一般財源等、％) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）中核市では、基準財政需要額の数値を入手できた団体のみ掲載している。 

（注２）シャドウは、充足率（乖離率）が100％に満たない団体。 

（出所）総務省『地方財政状況調査』、総務省『地方交付税関係計数資料』、各政令指定

都市『地方交付税算定台帳』より作成 

2005 2006 2005 2006 2005 2006
市核中市都定指令政

札幌市 96.7 106.7 旭川市 102.0 118.5 東大阪市 95.7 104.6
仙台市 108.2 120.9 函館市 103.5 108.3 姫路市 109.9 111.4
さいたま市 113.4 124.7 秋田市 111.3 120.9 奈良市 97.1 115.5
千葉市 101.4 103.7 宇都宮市 114.9 106.2 和歌山市 87.8 88.3
横浜市 104.8 109.0 川越市 113.4 122.9 岡山市 104.2 97.8
川崎市 90.3 90.3 船橋市 105.5 106.5 倉敷市 105.9 106.0
名古屋市 105.9 99.6 横須賀市 113.9 111.0 福山市 92.9 90.2
京都市 91.7 99.5 相模原市 109.7 109.7 高松市 105.9 120.3
大阪市 75.8 72.6 新潟市 111.7 112.4 松山市 97.9 106.6
堺市 96.3 103.7 富山市 152.8 137.9 高知市 98.5 97.6
神戸市 96.8 94.8 金沢市 120.0 115.4 長崎市 107.9 107.8
広島市 96.9 95.5 長野市 139.9 115.7 熊本市 103.6 111.5
北九州市 84.8 75.3 岐阜市 125.1 132.4 大分市 108.2 120.6
福岡市 94.8 99.2 浜松市 153.2 117.0 宮崎市 103.8 107.9

高槻市 109.5 112.8 鹿児島市 103.2 107.0

1996 1997 1998 1999 2000 2001
乖離額（1） ＝　生活保護基準財政需要額－生活保護費充当一般財源等

大都市 -19,045,038 -18,435,403 -29,019,485 -36,863,066 -25,441,107 -42,290,636
中核市 3,665,203 3,844,285 2,549,464 848,987 5,250,447 -501,442
特例市 0 0 0 0 0 2,342,858
都市 49,808,185 52,069,949 42,840,988 38,432,242 56,391,423 30,212,712

乖離額（2） ＝　生活保護基準財政需要額－生活保護費経常経費充当一般財源等
大都市 -18,217,844 -18,269,515 -28,779,821 -36,590,658 -24,978,546 -41,683,525
中核市 3,815,196 3,911,023 2,700,956 1,111,172 5,576,865 -325,184
特例市 2,415,945
都市 49,970,980 52,173,059 42,972,728 38,667,848 56,500,470 30,281,312

乖離率（2） ＝　生活保護基準財政需要額/生活保護費経常経費充当一般財源等
大都市 87.9 88.0 83.0 79.6 86.5 79.3
中核市 115.2 110.9 105.8 102.0 108.7 99.5
特例市 106.4
都市 125.3 127.4 121.2 118.8 128.1 116.3

2002 2003 2004 2005 2006
乖離額（1） ＝　生活保護基準財政需要額－生活保護費充当一般財源等

大都市 -34,564,022 -47,636,605 -13,138,683 -20,655,442 -17,009,208
中核市 146,059 1,727,978 13,746,200 -1,327,714 7,786,989
特例市 2,650,794 2,667,576 11,805,262 13,786,169 8,095,149
都市 25,937,042 28,485,499 55,249,166 49,011,031 59,205,034

乖離額（2） ＝　生活保護基準財政需要額－生活保護費経常経費充当一般財源等
大都市 -33,880,973 -46,703,539 -12,433,894 -20,033,760 -16,982,836
中核市 250,128 1,898,046 14,004,409 -1,264,618 7,891,921
特例市 2,703,271 2,711,812 11,854,917 13,824,781 8,140,840
都市 26,007,106 28,534,807 55,343,307 49,112,224 59,233,019

乖離率（2） ＝　生活保護基準財政需要額/生活保護費経常経費充当一般財源等
大都市 83.3 80.0 94.6 91.9 93.5
中核市 100.3 102.1 115.3 98.9 107.2
特例市 105.6 105.0 122.5 125.9 115.0
都市 113.8 115.3 130.0 124.1 127.2
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制が原因とする指摘もある(17)。しかし、大阪市の乖離分析（図表20、図表21）は、扶助

費に限定したものであるため、この原因は当たらない。精算人数の影響も除外され、人口 

 

図表20 生活保護費（扶助費）の基準財政需要額と決算額（2006年度） 

 

 

 

 

 
 

（注１）決算額は扶助費に限定した額。充足率＝決算額/需要額×100。 

（注２）需要額は以下の算定方法となっている。需要額＝人口×（最終補正係数－密度補正）×単

位費用（扶助費）＋人口×（密度補正－補正係数（社会福祉主事の設置に要する経費））×

単位費用＋精算額 

（出所）大阪市 

 

     図表21 生活保護費（扶助費）の基準財政需要額と決算額：大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）基準財政需要額（扶助費、大阪市算定）の算定方法は図表20注(２)に

同じ。 

（出所）大阪市提供資料ならびに総務省『地方財政状況調査』より作成 
 

                                                                                 

(17) 森裕之・平岡和久編（2006） 

率足充額算決額要需率足充額算決額要需
札幌市 22,188,184 23,016,311 96.4 京都市 15,449,421 15,643,667 98.8
仙台市 4,275,981 4,262,334 100.3 大阪市 41,991,763 57,445,747 73.1
さいたま市 4,380,083 4,431,710 98.8 堺市 8,700,636 8,548,658 101.8
千葉市 4,538,893 5,203,423 87.2 神戸市 15,800,447 17,202,433 91.9
横浜市 21,539,809 25,832,459 83.4 広島市 6,357,087 7,445,578 85.4
川崎市 9,354,903 10,792,376 86.7 北九州市 5,257,102 7,116,522 73.9
静岡市 2,040,190 2,138,284 95.4 福岡市 10,797,058 12,412,976 87.0
名古屋市 10,806,258 13,465,791 80.2
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当たりの被生活保護者数も標準団体との差が調整される算定方法を前提とすれば、算定と

実態との乖離が生じる可能性が高いのは単価差ということになる。 

 実態に関しては、データの制約もあり分析が難しいが、2006年度の厚生労働省『福祉行

政報告例』にもとづく被生活保護者数と、総務省『地方財政状況調査』による生活保護費

（補助事業における扶助費）から、政令指定都市別の被生活保護者１人当たり単価を求め

ると、最も高いのが北九州市、それに次いで高いのが大阪市となり、それぞれ政令指定都

市のうち最も低い団体の1.42倍、1.37倍であった。大阪市の乖離分析においては、両団体

はいずれも他団体に比べ充足率（＝乖離率）のきわめて低い団体である。また総務省『地

方財政状況調査』における生活扶助人員１人当たりの生活扶助費でみても、大阪市は最も

高く、政令指定都市のうち最も低い団体の1.33倍であった。 

 データの厳密性という問題はあるものの、上述の分析は単価の都市間差があることを示

唆するものであり、政令指定都市間においてこのような単価の差が顕著である場合には、

既述のような大都市における算定と実態の乖離がおきる可能性が考えられる。 

 

４－２ 乖離についての主張 

―
 大阪市と総務省を中心として 

 

 生活保護費をめぐる算定については、地方公共団体の意見提出制度を通じても、地方団

体側からの意見が述べられている。地方公共団体の意見提出制度は、地方分権の推進の視

点から、地方交付税法の改正が行われ、新設されたものである(18)。2002年度以降、生活

保護を対象とした算定について、単位費用、補正係数、それぞれに図表22のように意見が

提出され、一部が採用されている。生活保護費の基準財政需要額と一般財源の乖離の大き

い大阪市にあっては、同制度を通じて、ほぼ毎年度、意見提出を行っている。 

 同制度において、大阪市は、生活保護をめぐる基準財政需要額と一般財源との乖離は、

算定の単価差に問題があるとの認識を示している。 

 一つは、生活保護の級地区分による単価差率の問題である。算定には、２級地－１区分

を標準団体とする単価差率が採用されているが、生活扶助（標準３人世帯）でみる場合、

Ⅰ－４種地の都市の約７割が属している級地、３級地－１区分を基準にすれば、１級地－

１区分との単価差が、前者は1.099であるのに対して後者は1.220となる（図表23）。実態

としては３級地－１区分を基準とすべきとの認識である。すなわち、標準の設定への問題 

                                                                                 

(18) 具体的には、地方交付税法17条の四として一条を加えたものである。 
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図表22 生活保護費の算定に係る地方団体からの意見申し出一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）大阪市の意見についてはシャドウを施している。 

（出所）総務省ホームページより作成 

 

   図表23 生活保護の級地区分による単価差率（平成19年度） 

 

 

 

 

   （出所）大阪市「平成20年度の地方交付税の算定方法に係る意見」付属資料より作成 

 

単位費用 採用は○
平成14年度（H14.1) 市町村分 尼崎市 被生活保護者数の実態に即した経費の算入
平成15年度（H15.3) 都道府県分 兵庫県 生活保護扶助費算入の充実

市町村分 兵庫県 国の追加補正に伴う地方負担額算入のための精算制度の導入
平成16年度（H16.4) 都道府県分 京都府 前年度実績の反映又は清算制度の導入等による生活保護に係る経費の充実

都道府県分 兵庫県 同
置措源財の費経う伴に正補の算予の国県庫兵分県府道都

市町村分 兵庫県 前年度実績の反映又は清算制度の導入等による生活保護に係る経費の充実
置措源財の費経う伴に正補の算予の国県庫兵分村町市

市町村分 兵庫県 生活保護扶助費算入の充実
市町村分 広島県 福祉事務所設置市町村に対する生活保護費の普通交付税措置

平成17年度（H17.3) 都道府県分 兵庫県 国の予算の補正に伴う経費の財源措置
市町村分 兵庫県 扶助費に係る単価差の的確な算入
市町村分 島根県 福祉事務所設置市町村に対する生活保護費の普通交付税措置

置措源財の費経う伴に正補の算予の国県庫兵分村町市
平成18年度（H18.3) 都道府県分 兵庫県 生活保護費（扶助費）における医療費扶助算入単価の引き上げ

都道府県分 島根県 町村の福祉事務所設置経費に係る措置の見直し
市町村分 札幌市 生活保護費（扶助費）における医療費扶助算入単価の引き上げ等
市町村分 兵庫県 同
市町村分 島根県 町村の福祉事務所設置経費に係る措置の見直し

平成19年度（H19.3) 市町村分 島根県 町村の福祉事務所設置経費に係る措置の見直し
岡山県 同

補正係数
入算の費経るよに差価単の費助扶府阪大分村町市)7.41H（度年41成平

市町村分 札幌市 医療費扶助に係る被保護者1人当たりの単価の引き上げ
市町村分 豊田市 居住地不明者保護費の算定に係る生活扶助費単価差率の引き上げ

入算の費経るよに等績実の費助扶市阪大分村町市
市町村分 宇都宮市 扶助費における単価等の引き上げ
市町村分 和歌山市 居住地不明者の保護費に係る負担分算入の充実
市町村分 宮崎市 中核市に対する権能差率の拡充

平成15年度（H15.7) 市町村分 加賀市 被生活保護者の急増団体に係る経費の算入
市町村分 大阪市 扶助費の単価差を反映した経費の算入
市町村分 兵庫県 医療扶助費単価の充実
市町村分 尼崎市 扶助費の実績等を反映した経費の算入

平成16年度（H16.7) 都道府県分 京都府 実績を反映した扶助費の適正な反映
都道府県分 兵庫県 同

続継の正補たしと標指を等数者護保活生被県森青分県府道都
市町村分 大阪市 実績を反映した扶助費の適正な反映
市町村分 尼崎市 同
市町村分 兵庫県 同

入算な切適の費助扶たし映反を績実市阪大分村町市)7.71H（度年71成平
市町村分 尼崎市 同

平成18年度 都道府県分 栃木県 福祉行政報告例に基づく基礎数値の報告期限の延長
市町村分 大阪市 実績を反映した扶助費の適切な算入
市町村分 尼崎市 同

平成19年度 市町村分 大阪市 実績を反映した扶助費の適切な算入
市町村分 尼崎市 同

○

○

○

○

○

○

○

○

○

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2
生活扶助（標準3人世帯） 162,168 154,870 147,578 140,271 132,979 125,682

現状ケース 1.099 1.049 1.000 0.950 0.901 0.852
大阪市主張ケース 1.220 1.165 1.110 1.055 1.000 0.945

   （単位：円、倍） 
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図表24 世帯構成による１人当たり単価差（平成19年度） 

 

 

 

 

 
 

（注）住宅扶助の総額は上限。 

（出所）大阪市「平成20年度の地方交付税の算定方法に係る意見」付属資料より作成 
 

 

提起といえる。 

 もう一つは、大阪市の生活保護の実態にもとづく単価差である。大阪市は、他都市に比

べ、生活保護世帯の高齢者単身世帯割合が高いという特徴があるとする。大阪市によれば、

同市の単身者世帯割合は79.0％で、全国（74.0％）を５％ポイント上回っている。単身者

世帯の場合、図表24のように、１人当たり単価が高くなる。したがって扶助対象世帯構成

の違いにともなう単価差が生じているとする。 

 以上のような算定と実態との乖離の認識にもとづき、大阪市は、次のような意見と算定

の改善を求めている。 

 すなわち、「生活保護行政は、地方の独自性や創意工夫を発揮する余地がなく、国の基

準に基づいて全国的に画一的な取扱いをすることが必要である。従って、国の責務におい

て行うべき必要があることから地方交付税による財源保障が必要な分野であるので、国に

おいて認証し、国庫負担金の算定に用いられている決算額（扶助費）に係る地方負担額に

ついては、その実態に応じて、基準財政需要額に的確に算入される必要があると考えてい

る。」この立場から、具体的には、扶助費単価の算入にあたっては、①実績単価、または

②生活保護の級地区分（国の基準）における単価差の反映、加えて③単身者世帯割合等実

態の考慮により適実に算入がなされるようするべきである、との意見を述べている。 

 しかし、平成19年度において総務省はこの意見を採用していない。その理由は次のよう

に述べられている。「交付税算定に用いる単価は、国の予算の中での、当該年度の各扶助

ごとの被生活保護者１人当たりの単価を用いて、標準的な財政需要を客観的に測定してい

るものであり、実態に応じた実績単価を採用することは適切ではない。また単身者世帯の

割合による割増や、過大過小制度への単価差の導入は、算定の簡素化の観点からも適当で

ない。」すなわち、算定において、１）標準的な財政需要を見積もるという観点から、実

   （単位：円、倍） 

）歳07、宅在、1-地級1（助扶宅住）歳07、宅在、1-地級1（助扶活生

総額 1人当たり単価
1人当たり
単価倍率

総額 1人当たり単価
1人当たり
単価倍率

1人世帯 77,058 77,058 1人世帯 42,000 42,000
2人世帯 114,417 57,209 2人世帯 54,000 27,000

）倍（655.1）倍（743.1
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績単価を採用すべきでないという点と、２）算定の簡素化の観点から、これ以上算定を精緻

化する方向はとるべきではないという点、の２点が採用できない理由とみることができる｡ 

 これに対し、大阪市は、理由の説明が十分でなく、「実態に応じた実績単価を採用する

ことは適切ではない。」の意が分からないとしている。国負担分については、実績の４分

の３が国庫負担金として移転されるのに対して、残り４分の１についてはなぜ実績どおり

に負担されないのか、という主張である(19)。地方の裁量が働く経費であればともかく、

扶助費のような裁量性のない経費については、国が全額保障すべきとする。 

 交付税の算定が、あるべき標準的財政需要を見積もるものであることを前提とすれば、

「実績単価を採用すべきではない」という総務省の主張は正論といえる。しかし、算定に

おいて、実績単価を用いないとしても、大都市に顕著な乖離が恒常的に続いている中で、

大阪市の算定改変の要請に対して「簡素化の観点からも適当でない」とすることは、大阪

市に対して納得できる説明になっているとはいえまい。生活保護の財源保障に関して、

「保護率は失業率の悪化、高齢化の度合いなど経済社会的な要因と極めて相関度が高いこ

とひとつを考えてみても、例えば、全国平均の保護率以上の支出については、国庫負担の

対象となる地方負担分であっても財源保障すべきではないという選択は、とりえないので

はないだろうか。｣(20)という立場、あるいは簡素化の観点での算定の見直しが「生活保護、

国民健康保険等の法令等により義務づけられた地方負担額を適切に算定することが求めら

れている経費に係る補正係数ではなく｣(21)とする考え方との整合性が求められよう。大阪

市の立場からすれば、算定を上回る扶助費は、国の保障の裏づけのない地方自らが負担す

る経費となる。 

 現在、大阪市をはじめ全国市長会からも、生活保護費における乖離が問題視されるよう

になっているのは、地域格差をともなった生活保護率の上昇によって地方負担が増大して

いるという実態面の変化に起因するものと考えられる。生活保護の扶助費を地方交付税の

算定を通じて財源保障を行うことについての問題は、80年代後半、国庫負担率が低下した

当時、指摘されていたものの(22)顕在化しなかった。現状では、実態面の変化により、基

準財政需要額に算入されているという事実にとどまらず、算定方法、とりわけ大阪市から

は単価差の取り扱い、というかたちで交付税の財源保障が問われるようになってきている。 

                                                                                 

(19) 大阪市ヒアリング結果。 

(20) 黒田（2004） 

(21) 黒田編（2007） 

(22) 金澤（1994）、武田（1995） 
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 むすびにかえて 
 

 以上、生活保護費の算定内容を検証した結果、特に生活保護費（扶助費）については、

当該団体の被保護者数を配慮したきわめて精緻な算定方法が採られているものの、単価差

の実態との乖離に関しては、必ずしも調整が行われていない。生活保護率が高く一般財源

の所要額の大きい大阪市においては、基準財政需要額と一般財源の乖離も大きく、その原

因を単価差の実態との乖離に求めている。算定における単価差の取扱いが、交付税の財源

保障との関わりで問題となっている。 

 生活保護を対象とした交付税の財源保障については、冒頭述べたように、事業の性格、

大都市問題という性格、という２つの視角に照らして考察したい。 

 まず、事業の性格の観点、すなわち、生活保護費、中でも扶助費は、地方の裁量性が乏

しくきわめてナショナルミニマム的性格の濃い経費である。基準財政需要額の算定をめぐ

り、生活保護費が問題にされているのはこのような性格に依るものである。このような経

費を、補助の振替として基準財政需要額に算入するという意味での保障には、そもそも個

別団体の財政需要を的確に見積もること自体の困難性がある。マクロのレベルにおいて生

活保護費の地方負担分が適格に算入されていたとしても、ミクロのレベルにおいて偏重が

おきれば、当該団体にとっては財源保障が十分でないと認識される。仮に、当該経費を的

確に見積もったとしても、他の需要において標準的な財政需要が見積もられなければ、全

体としては保障が曖昧となるという問題もある。生活保護率が、これまでになく地域差を

ともないながら上昇し、扶助費も増えていく現状では、基準財政需要額において標準的財

政需要として見積もること自体、限界に達しているといえる。 

 しかしながら、生活保護のような公的扶助業務は単なる現金給付だけでは捉えられな

い。対人社会サービスという現物給付がともない、そのような業務は非定型的な業務でも

ある(23)。近年は、生活保護制度のあり方として、「福祉から雇用へ」という方針の下、

自治体による就労支援も期待されている。このこと自体の問題はあるにせよ(24)、生活保

護制度が地域社会の実情を踏まえ、地方自治体の裁量性を取り込みながら、他の制度とも

                                                                                 

(23) 林（2006）、林ほか（2008） 

(24) 高齢者世帯や医療扶助が大半を占める日本の生活保護の現状が、勤労意欲との関連でどこま

で議論できるのかという問題。阿部彩・国枝繁樹・鈴木亘・林正義（2008）などで指摘されて

いる。 
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連携し、総合的に実施されていくことが求められるようになっている。すなわち、事業自

体が、扶助という現金給付だけではなく、対人社会サービスを充実させる必要性が高まっ

ている。しかし現状は、本文でもみたとおり、社会福祉主事費などの保障が減じる方向性

にある。制度自体のあり方とともに、交付税による財源保障の重要性を考える必要がある。 

 また、大都市という観点からは、不交付団体化が進み、交付税依存度が低い大都市に

あっては、生活保護の地方負担分についての国の保障は曖昧となりがちである。基準財政

需要額を通じた保障は、一般財源の多くが地方税である大都市にあっては、生活保護の地

方負担分も自らの財源で負担していることになる。生活保護が大都市の財政需要として顕

在化する中で、国の責務であり地方の裁量性が乏しい事業について、財政力の高い団体へ

の交付税を通じた保障の問題も指摘できる。しかしここでも、生活保護自体が、現金給付

のみならず、対人社会サービスとして重要性を増していることに言及が必要である。特に

家族機能が希薄化している大都市においては、生活保護が現金給付にとどまらず、関連す

るさまざまな施策と連携し、実情に応じた公共サービスが提供されることが一層重要に

なっていると考えられる。大都市において、こうした特有の財政需要を見積もることが以

前に増して必要になっており、このようなサービス提供を支える財源保障が重要になって

いる。 

 さらに、生活保護の事例で示したとおり、算定をめぐっては、標準的財政需要を決める

上で、国と地方が関与する制度として意見提出制度が機能している。生活保護費を事例と

した大阪市のケースは、大阪市は、主張の不採用の理由について納得しているものではな

いが、この制度自体は評価しており、今後も事態の改善を求めて意見を出し続ける意向で

ある。また平成20年度の生活保護費の密度補正については、医療扶助および介護扶助に係

る単価差率について、決算額と普通交付税の算定額を比較したところ、算定額が実績を下

回る過小算定になっていたことから、実態に沿った見直しが行われたとされている(25)。

標準的な財政需要を決める上で、国が地方団体からの意見や実態をどのように汲み取り考

慮しているのか、国がどのような基準で意見の採用、不採用を判断しているのか、地方団

体の意見がどの程度交付税の制度決定に関与していると認められるのかなど、地方交付税

の制度決定をみる上で、注目される課題も多いといえよう。 

（ほしの なほこ 和光大学経済経営学部准教授） 

                                                                                 

(25) 出口（2008） 
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